
しまら
の
あ

町の各種事業を行うための、平成
21年度予算が決まりました。

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
と
な
る
平
成
二
十
一
年
度
各

種
会
計
予
算
が
、
三
月
四
日
か
ら
開
か
れ
た
平
成
二

十
一
年
第
一
回
山
元
町
議
会
定
例
会
で
可
決
、
成
立

し
ま
し
た
。

町
の
政
策
予
算
で
あ
る
一
般
会
計
予
算
は
、
前
年

度
に
比
べ
0
・
6
％
、
2
、
8
4
9
万
円
増
の
5
0
億

3
、
1
9
0
方
円
で
す
。
経
済
情
勢
等
に
よ
り
、
税

収
の
伸
び
が
見
込
め
な
い
な
か
、
社
会
保
障
費
が
確

実
に
増
加
す
る
こ
と
等
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、

「
山
元
町
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
」
を
軸
に
各
種
事
務
事

業
の
見
直
し
や
真
に
必
要
な
事
業
へ
の
重
点
化
を
徹

底
し
な
が
ら
、
活
気
に
満
ち
た
バ
ラ
ン
ス
の
良
い
ま

ち
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
て
取
り
組
み
ま
す
。

「
聞
入
忙
つ
い
て

総
額
は
、
5
0
億
3
、
1
9
0
万
円
に
な
り
、

前
年
度
と
比
較
し
0
，
6
％
増
（
2
、
8
4
9

万
円
増
）
に
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
内
訳
と
し
て
、
町
税
は
、
景
気
の
後

退
及
び
地
価
の
下
落
傾
向
等
の
影
響
か
ら
、

0
・
8
％
減
（
1
、
0
4
9
万
円
減
）
を
見
込

ん
で
お
り
、
さ
ら
に
地
方
譲
与
税
や
自
動
車

取
得
税
交
付
金
等
に
つ
い
て
も
、
景
気
の
後

退
に
よ
る
影
響
か
ら
減
収
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。県

支
出
金
に
つ
い
て
は
、
雇
用
機
会
の
創

出
を
狙
い
と
し
た
ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
事
業

費
補
助
金
等
が
新
た
に
加
わ
る
な
ど
、
9
・

9
％
増
（
2
、
7
6
4
万
円
増
）
、
町
借
に
つ

い
て
は
、
地
方
交
付
税
か
ら
の
身
替
り
財
源

で
あ
る
臨
時
財
政
対
策
傍
の
発
行
を
国
の
政

策
に
の
っ
と
り
見
込
ん
だ
こ
と
な
ど
か
ら
、

3
5
・
8
％
増
（
8
、
5
0
0
万
円
増
）
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

主に基金を取り朋して
財源に充てるためのお金

他の歳入科目に屈さない
収入で、会社や個人等に
賃付した返済金専

町営住宅の宗賞や、
住民票交付手数料等

広報やまもと5月号No．358（10）

（単位：千円）一般会計歳入

案 ≡ 予 算 額 …‾　…∃冒it物 音音

町　　　　　　　　 税 1 ．3 5 2 ．9 0 7 ∠ゝ　 0 ．8

地　 方　 譲　 与　 税 9 9 ．0 0 0 △ 1 1．6

地 方 消 費 税 交 付 金 13 0 ．0 0 0 0 ．0

ゴルフ場利用税交付金 2 7 ．0 0 0 0 ．0

自動 車取 得 税 交 付 金 3 0 iO O l △ 4 6 ．4

地 方 特 例 交 付 金 2 0 ．5 7 2 7 3 ．2

地　 方　 交　 付　 税 1，9 2 0 ，0 0 0 0 ．0

分 担 金 及 び 負 担 金 5 3 ．0 5 1 △ 1 ．9

使 用 料 及 び 手 数 料 4 1．8 2 9 △ 1 ．7

国　 庫　 支　 出　 金 2 13 ，0 0 1 △ 1．1

県　　 支　　 出　　 金 3 0 5 ．9 8 2 9 ．9

繰　　　 入　　　 金 3 76 ，9 2 1 ∠ゝ 1 8 ．3

諸　　　 収　　　 入※ 1 14 ，0 6 6 8 0 ．9

町　　　　　　　　 債 3 2 2 ．3 0 0 3 5 ．8

そ　　　 の　　　 他 2 5 ．2 7 1 △ 18 ．9

合　　　　　　　　 計 5 ．0 3 1，9 0 1 0 ．6

※諸収入の前年比の伸びについては、常磐自動車道建設に伴う文化財
調査にかかわる委託金（29．336千円増）によるものです。

地方消費税の一郎を劇瀬として、
県か人口等により按分し町に交付するお金

遼飴待定財源である
自動車取得税交付金や
ゴルフ娼利用税交付金等

億8．597万円
3．7％

　 劉 税
i 礁畷 血万円

　 0

∴ ∴

Oo

繰入

地方消費税交付金
1億3．000万円

2．6％

金

さ付税
難 万円

＿ ■ こ
7．5〈

1億

7

諾嘉嵩1．3％

保育料を始めとした
負担金等

※％は割合を示す



田園2叢頴暖

「
」
削
出
忙
つ
い
て

一
般
会
計
予
算
の
目
的
別
内
訳

に
つ
い
て
は
下
の
表
の
と
お
り
で

あ
り
、
そ
の
割
合
を
多
い
順
に
示

し
た
の
が
円
グ
ラ
フ
で
す
。

総
務
費

ま
ち
づ
く
り
や
日
常
生
活
に
関

わ
る
身
近
な
情
報
源
で
あ
る
「
広

報
や
ま
も
と
」
の
発
行
経
費
を
始

め
、
小
中
学
生
や
高
齢
者
等
交
通

弱
者
の
移
動
手
段
と
し
て
定
着
し

て
い
る
「
ぐ
る
り
ん
号
」
の
運
行

経
費
、
昨
年
か
ら
実
施
し
た
定
住

促
進
対
策
経
費
等
、
行
政
一
般
の

管
理
経
費
に
つ
い
て
の
予
算
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
2
、
8
3
1
万
円
増
）

民
生
費

福
祉
相
談
窓
口
相
互
の
調
整
を

図
る
た
め
の
経
費
や
、
障
害
者
の

自
立
支
援
、
子
育
て
支
援
や
介
護

予
防
支
援
事
業
の
推
進
経
費
な
ど

の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
、
9
3
5
万
円
減
）

衛
生
費

本
町
の
健
康
づ
く
り
計
画
「
み

ん
な
で
つ
く
る
元
気
や
ま
も
と

2
1
」
を
指
針
と
し
た
健
康
増
進
に

要
す
る
経
費
や
感
染
症
対
策
、
さ

ら
に
地
域
医
療
を
推
進
す
る
た
め

の
経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

（
前
年
比
8
5
0
万
円
減
）

農
林
水
産
業
費

「
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
」

）

に
基
づ
い
た
諸
施
策
の
も
と
、
米

政
策
改
革
推
進
対
策
や
園
芸
振
興

対
策
、
農
業
生
産
基
盤
整
備
等
、

農
業
全
般
に
わ
た
り
持
続
的
発
展

を
目
指
し
た
予
算
を
計
上
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
水
産
業
振
興
を
図

る
た
め
、
特
産
品
で
あ
る
ポ
ッ
キ

貝
の
ブ
ラ
ン
ド
化
を
始
め
と
し
た

漁
業
振
興
対
策
経
費
な
ど
の
予
算

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
、
8
0
0
万
円
減
）

商
工
費

町
内
中
小
企
業
者
の
運
転
資
金

等
の
融
資
斡
旋
に
関
す
る
経
費
に

加
え
、
新
た
に
町
振
興
資
金
等
融

資
制
度
利
子
補
給
金
を
計
上
す
る

と
と
も
に
、
地
場
産
品
の
P
R

を
通
し
て
地
域
の
魅
力
を
内
外
に

発
信
す
る
た
め
、
「
仙
台
・
宮
城
〔
伊

達
な
旅
〕
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
へ
の
参

加
経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

（
前
年
比
1
2
2
万
円
増
）

土
木
費

町
道
や
河
川
の
維
持
管
理
経
費

を
計
上
し
て
い
ま
す
。
特
に
町
道

の
整
備
に
つ
い
て
は
、
町
戸
花
線

整
備
経
費
を
昨
年
に
引
き
続
き
描

画
し
、
ま
た
、
住
宅
安
全
対
策
と

し
て
、
住
宅
の
耐
震
化
促
進
を
目

的
と
し
た
「
木
造
住
宅
耐
震
診
断

士
派
遣
業
務
」
等
に
よ
る
耐
震
対

策
を
推
進
す
る
た
め
の
経
費
な
ど

の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

）

（
前
年
比
5
、
3
3
6
万
円
滅
）

消
防
費

予
期
せ
ぬ
災
害
に
適
切
に
対
処

し
、
町
民
生
活
の
安
全
確
保
を
図

る
た
め
の
消
防
・
防
災
対
策
に
か

か
わ
る
経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
5
万
円
減
）

教
育
費

児
童
生
徒
の
安
全
確
保
に
全
力

を
期
し
、
学
校
・
家
庭
・
地
域
社

会
が
一
体
と
な
っ
て
、
確
か
な
学

力
、
豊
か
な
心
、
た
く
ま
し
い
体

の
育
成
を
図
る
た
め
の
経
費
を
始

め
、
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
の

教
育
の
充
実
を
図
る
こ
と
を
目
的

と
し
た
「
特
別
支
援
教
育
支
援

貝
」
の
設
置
を
引
き
続
き
行
う
と

と
も
に
、
学
校
の
耐
震
化
を
図
る

た
め
の
経
費
を
措
置
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
生
涯
学
習
の
推
進
や

文
化
財
の
保
護
、
ス
ポ
ー
ツ
の
振

興
に
か
か
わ
る
経
費
な
ど
の
予
算

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
6
、
7
3
8
万
円
増
）

公
債
費

過
去
に
発
行
し
た
地
方
債
の
償

還
元
金
・
利
子
な
ど
に
つ
い
て
の

予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
、
3
6
1
万
円
減
）

一般会計歳出（目的別内訳）　　（単位千円）

項　　　 目 案墜営繕 前 年比 （％）

議　　　 会　　　 費 9 9 ，6 6 3 ∠ゝ 1．3

総　　　 務　　　 費 7 8 8 1 4 0 3 ．7

民　　　 生　　　 費 1，2 0 5 ．1 0 5 4 1．6

衛　　　 生　　　 費 3 5 4 ．4 3 2 ∠仝　 2 ．3

労　　　 働　　　 費※ 4 7 ，3 8 2 5 2 8 ．7

農　 林　 水　 産　 業　 費 4 0 9 ，9 7 3 △　 4 ∴2

商　　　 工　　　 費 6 9 ．5 9 3 1 1．6

土　　　 木　　　 費 5 3 4 ．7 6 9 △　 9 ．1

消　　　 防　　　 費 2 5 5 ．7 7 0 △　 0 ．1

教　　　 育　　　 費 4 9 9 ．3 3 8 1 5 ．6

公　　　 債　　　 費 7 5 1．4 5 2 ∠ゝ 1．8

そ　　　 の　　　 他 1 6 ，2 8 4 0 ．0

合　　　　　　　　 計 5 ．0 3 1．9 0 1 0 ．6

※労働費の前年比の伸びについては、国の経済対策による緊急雇用

創出事業等（39．580千円増）を計上したことによるものです。

商工費＜商工業の振興などの経①

6．959万円
諒 ‾　 労 働 費　 若鶏 露 めの

4 ．7 3 8 万 円　 管理運営経費

0 ．9 ％
そ の 他

　 展 盟 織

れ翻 意翻 O S

1 ．6 2 8 万 円

○

歳 出

龍宮のある方や高齢者に
対する福祉の充実、
子育て支援などの経費

円

町濃会運営の
ための鰹貫

2億5．577万円
5 ．1 ％　　　　 ＼

消防や火災予蛎などの
災害対兼のための経費

衛 生 費

煽腕保全、疾病予防、　　 3 億 5 ，4 4 3 万

儀廊髄 などの経費　　　　　 7 ．1 ％

農林水産業費
4億998万円

ための支箆や、

基盤整備などの

撃殺教育生涯学
充実、文化・スポー
振興などの経費

闇 琵

鞭 勘畷 朔

o e●

碧雲

（目 的 別 ）

闇　 総 務 費

　7 億 8 ．8 1 4 万 円 111　1 5 ．7 ％

燕 叢

勘 悪寒腔捌 原田　　　 公 憤 東　　　　　 庁舎や財産の鵬 管理、

¶⑨

「▼ 】

懸磁i 　　　 戸籍管理、税金の徴収など7 億 5 ．1 4 5 万 円 “＼∴ 経費

1 5 ・0 ％ 、 ノ ′

町億の元金・利子や
や河川、公団など
資本整備のため

誌 敏　　　　　　　 一醐 入金の利子を支払うための朗

※％は割合を禾す

広報やまもと5月号No．358（11）



歳出予算と町税の推移
億円
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歳 出 玉 算
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脳

0 5 0 ・

13 ．5
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171819　20　21年度

1万円に置き換えると諜竺認諾譜嵩繕‡競言結合
i東園Si案m i三園 書棚案8 日8 m 三富 書舗音柑箱書漢三園 S iS 漢i種漢〒三三 書誌看寡三園m i三三

牽「　 ノ　 ＿

i＿」一一1－‾

三二 I

鷲 ∴

1 ，5 6 6 円

臼 ●”一　 日
／／

●・●： ：∴∵ ∴

2 ，3 9 5 円

）I
k

　 L l

、・－ ○○i

1 ，4 9 4 円 1 ，0 6 3 円 9 9 2 円

（7 0 ，4 9 5 円 ） （4 3 ．9 5 7 円） （4 6 ．1 0 4 円 ） （3 1 ．2 8 2 円） （2 9 ，2 1 0 円）

農 林 水 産 業 費 漢笛S S i案m F三園 寡だ喜 痛喜漢三園 音素i S …葛S f 三園 音幸運S S ［三寒讐

．

－

8 1 5 円 7 0 4 円

舎

5 0 8 円

、l弓

1 9 8 円 2 6 5 円

（2 3 ，9 8 2 円 ） （2 0 ．7 3 3 円 ） （1 4 ．9 6 2 円 ） （5 ．8 3 0 円） （7 ．7 9 5 円）

合　　 計 1 0 ，0 0 0 円 （2 9 4 ．3 5 0 円 ）

※町民17．095人（3月末現在）で計算

平成21年度の主な事業と予算

保育所運営事業
学童保育運営事業
社会福祉協議会支援措置事業
数老視金

2億2．900万円
1、100万円
1．600万円
1IOOO万円

知的・精神・身体自立支援介護給付事業
1億1．500万円

心身障害者医療費助成金　　　　　3．400万円
国民健康保険事業特別会計繰出金　9，600万円
後期高齢者医療制度療養給付費負担金（運営費含む）

1億7．500万円
後期高齢者医療特別会計繰出金　　4．100万円
介護保険事業特別会計繰出金　1億7．900万円

長期債元金償還金　　　　　　6億3，200万円
長期債利子償還金　　　　　　1億1．700万円

交通安全対策事業
町民バス運行事業
防犯対策事業
定住促進対策事業※1

500万円
仁700万円
800万円

1．800万円

道路新設改良事業（地方道路整備含む）
1億1．900万円

木造住宅耐震診断士派遣事業
下水道事業会計補助・負担金※5

100万円

3億3．500万円

奨学金貸付事業
特別支援教育支援事業
外国語指導助手配置事業
小学校校舎等耐震補強設計委託事業
学校給食費助成事業※2
中学生海外派遣事業
文化財保護事業

700万円
200万円
500万円

1．000万円
50万円

600万円
3．800万円

農業振興対策事業
農道等整備事業
食糧需給対策事業
むらづくり交付金事業
国営農地再編整備事業
地域水産物供給基盤整備事業

2，700万円
1億500万円
1．600万円
5．700万円
7．500万円
3，700万円

医科・歯科休日患者医療業務委託事業　300万円
病院群輪番制運営委託事業　　　　　300万円
社会復帰施設運営委託事業　　　　2．800万円
健康増進事業　　　　　　　　　　4．000万円
亘理名取共立衛生処理組合運営費負担金1億7．000万円
不法投棄対策事業　　　　　　　　　100万円

亘理地区行政事務組合消防費負担金　2億700万円

企業誘致推進事務事業約　　　　　　40万田
町振興資金等融資制度利子補給金類4　200万円

※については主な政策予算であり、その内容としては、次のとおりです。
※1新たに新剰主宅又は中古住宅を取得する新婚世帯等や、新たに賃貸住宅を建築供給する事業者等を対象に、住宅取得経費の一部を助成

するものです。

※2　住民税が非課税の世帯等で、かつ公的扶助の対象とならない子育て世帯を対象に給食費の5％補助を行うものです。
※3　東京及び名古屋で開催予定の企業立地セミナーに参加し、幅広く企業誘致活動に取り組むものです。
※4　中小企業者の経営安定・振興を図るために設けられている山元町中小企業振興資金等の返済利子に対し、年利1％以内の利率で補給を

行うものです。

※5　下水道事業会計補助・負担金については、今年度より下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計か地方公営企業法の適用により
一本化したものです。
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普通会計予算額　　　（単位‥千円）

会　 計　 名 予 算 額 前年比（％）

一　 般　 会　 計 5 ．0 3 1 ．9 0 1 0 ．6

特

別

．∠ゝ蜜

国民健康保険

事　 業
1．9 0 5 ．0 0 0 △ 9 ．5

老 人 保 健 1 1，3 0 4 △ 9 3 ．8

後 期高 齢者 15 0 i2 0 0 △ 4 ．3

計 介護保険事業 1．2 0 1 ，0 0 0 8 ．3

水道事業会計予算額（公営企業会計）
（単位：千円）

I臨 捌 膿 胸 “ 資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 4 1 9 ．2 7 8 収 入 2 2 2 ．6 3 6

支 出 4 1 2 ．7 5 7 支 出 3 7 1 ．5 1 9

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
148．883千円は損益勘定留保資金等の補てん財源

下水道事業会計予算額（公営企業会計）
（単位：千円）

i開 脚 琵繭“ 資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 5 6 4 ．9 4 8 収 入 5 6 9 ．9 0 2

支 出 5 6 4 ．7 2 3 支 出 9 3 3 ．7 2 7

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する顆

363．825千円は損益勘定留保資金等の補てん財源
で補てんします。

一般会計・特別会計・企業会計

収入支出をひとまとめで経理するのか原則で
すが、地方公共団体の会計経理は複雑多岐にわ
たっているため、一般会計とは別に、特定の収
入をもって特定の支出に充てる場合は、特別会
計をつくって分かりやすくしています。

本町の場合は、一般会計（1つ）と特別会計（4
つ）と企業会計（2つ）の合わせて7つの会計があ
ります。一般会計は、町の行政サービスの基礎
的なこと（教育、福祉の行政サービスや道路、
公園整備など）を行う会計です。特別会計は、

特定の目的のための会計で国民健康保険税や介
護保険料など、一般会計から切り離して、その
収入・支出を経理する会計のことです。企業会

計は、地方公営企業法の全部又は一部の適用を
うける企業会計のことで、一般会計の現金主義

とは違い一般の企業と同じく経済活動が発生す
る度に記録する発生主義方式をとっている会計
です。
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一般会計歳出（性質別内訳）　　　（単位千円）

項　　　 目 予 算 額 雷　…ヨヨit物 音音

人　　　 件　　　 費 1，2 8 7 ．0 4 1 ∠ゝ 1 ．5

公　　　 債　　　 費 7 5 1．4 5 2 △ 1 ．8

扶　　　 助　　　 費 3 4 2 ．3 4 5 3 ．5

普 通 建 設 事 業 費 等 3 9 8 ．0 4 0 △ 1 6 ．7

繰　　　 出　　　 金 3 2 1．8 4 5 △ 5 4 ．6

補　　 助　　 費　　 等 1 ，1 2 8 ，7 2 2 4 8 ．4

物　　　 件　　　 費 6 2 5 ，2 6 2 1 4 ．5

そ　　　 の　　　 他 1 7 7 1 9 4 6 5 ．4

合　　　　　　　　 計 5 ．0 3 十9 0 1 0 ．6

性質別予算

町の経費を、行政目的ごとに分類したものが目的別予算で
あるのに対し、その経済的性質を基準として分類したものを
性質別予舞といいます。大きく「義務的経費」、「投資的経費」、
「その他経費」の3つに分かれます。

／物件費
6億2．526万円

12．4％

亘理行政事務組合等への
負担金や各租団体への
補助金

責等　44・7％（

電 諾 円 町輔　支払われる給料や手

一一一＼

歳 出

性質別）

間
隔． 円

∴ ∴∴∴∴

I

※％は割合を示す


